
�愛媛県告示第１７９８号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７００条の６の４第１項の規

定に基づき、次のとおり特約業者の指定をした。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第１７９９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び松前町役

場において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

ヤマキフーズ株式会社

伊予郡松前町大字大間２３５番地

取締役社長 城戸 章一

２ 事業場の名称及び所在地

ヤマキフーズ株式会社

伊予郡松前町大字大間２３５番地

３ 特定施設に関する事項

� 水産動物原料処理施設

� 脱水施設
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告 示

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

指 定
年 月 日

有限会社二宮石油店
代表取締役 二宮 正光 西宇和郡伊方町湊浦５８９番地１ 平成１８年

１２月６日

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第３号 イ水産動物原料処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２，０００キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ４～７時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要

有 り
（春～夏：４時間、秋～冬：７時間）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３２０

最大 ４００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．４

最大 ３．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １．６

最大 ２．０

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３号 ハ脱水施設（３基）

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１．５立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

毎週（火・金）曜日発行 第１８２４号 平成１８年１２月２６日

平成１８年１２月２６日火曜日 第１８２４号

愛 媛 県 報

１０６７



� ろ過施設

� 湯煮施設

４ 汚水等の処理施設に関する事項

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８～１２時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要

有 り
（春～夏：８時間、秋～冬：１２時間）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８００

最大 １，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６０

最大 ２００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３２

最大 ４０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６

最大 ８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２．４

最大 ３．０

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３号 ニろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり５立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８～１２時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要

有 り
（春～夏：８時間、秋～冬：１２時間）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３２０

最大 ４００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．４

最大 ３．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０

最大 １３

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３号 ホ湯煮施設（３基）

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり３立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８～１２時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要

有 り
（春～夏：８時間、秋～冬：１２時間）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３２０

最大 ４００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．４

最大 ３．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １６

最大 ２０

工 事 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 完 成 予 定 年 月 日 着手後２ヶ月

使 用 開 始 予 定 年 月 日 完成の翌日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 流動床式活性汚泥方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製 地上設置型

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦４．５メートル 横４２メートル
高さ５．８メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２７０立方メートル処理

愛 媛 県 報平成１８年１２月２６日 第１８２４号
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

排水口５（冷却水）

排水口６（排水処理水及び冷却水）

�������
�愛媛県告示第１８００号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林予定森林の所在場所

西条市藤之石字見残戊８３、字平松戊９１の１２から戊９１の１６まで、

戊９１の１８

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所

西条市丸野字樽ノ元４９９９、字目ゴヤ５０７５の１、５０７５の２、字

畑カケ５１１２、字鯨石５１１６の１から５１１６の３まで、５１１７、字横道

ノ下５１１９の１、５１１９の２

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

字目ゴヤ５０７５の１、５０７５の２、字畑カケ５１１２、字鯨石５１

１７、字横道ノ下５１１９の２

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、回転円板、担体投入型活性汚泥法、
凝集沈澱

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 有 り

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６００

最大 ８００

通常 １５

最大 ２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４００

最大 ５００

通常 １５

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 ６０

通常 ８

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １０

通常 １

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５０

最大 ２７０

通常 ２５０

最大 ２７０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １

最大 ２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 １

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３００

最大 ４００

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６

最大 ７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６

最大 ９

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ４

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．４

最大 ０．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７５０

最大 ９２０

備考 この他に、雨水排水口が６箇所ある。

愛 媛 県 報平成１８年１２月２６日 第１８２４号

１０６９
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次のとおりとする。

３� 保安林予定森林の所在場所

北宇和郡鬼北町大字内深田１８０６から１８０８まで、１８１０から１８１２

まで、１８１４、１８１６から１８１９まで

� 指定の目的

干害の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字内深田１８１１・１８１２・１８１６（以上３筆について、次の

図面に示す部分に限る）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁並びに西条市役所及び鬼北町役場に備え置いて縦覧

に供する。）

�������
�愛媛県告示第１８０１号
農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下「法」とい

う。）第８条第１項の規定により、農地保有合理化事業の実施に関

する規程の変更を次のとおり承認した。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８０２号
農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下「法」とい

う。）第８条第１項の規定により、農地保有合理化事業の実施に関

する規程の変更を次のとおり承認した。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８０３号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２６条の３の規定により告示する。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（愛南水産課管内）

御荘加入区

�������
�愛媛県告示第１８０４号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（平成１４年１２月愛媛県告示第１９８４号）による保険

に付すべき義務は、平成１８年１２月１６日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２６

条の３の規定により告示する。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（愛南水産課管内）

御荘加入区

�愛媛県告示第１８０５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

変更の承認を受けた農地
保有合理化法人の名称

変更の承認に係る農地保
有合理化事業の種類 承認年月日

えひめ中央農業協同組合 法第４条第２項第１号に
掲げる事業 平成１８年１２月１５日

変更の承認を受けた農地
保有合理化法人の名称

変更の承認に係る農地保
有合理化事業の種類 承認年月日

越智今治農業協同組合 法第４条第２項第１号に
掲げる事業 平成１８年１２月１８日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 落合久万線
西条市丹原町鞍瀬庚８９９番１から

同市丹原町鞍瀬庚８９８番３まで

旧 ７．０～７．８ ０．０２７

新 ９．５～１０．０ ０．０２７

〃 〃 西条市丹原町明河丙１番２
旧 ７．５～３０．６ ０．０２７

新 ７．５～３１．０ ０．０２７

〃 〃 西条市丹原町楠窪丁７０番２
旧 ４．５～５．０ ０．０１５

新 ４．５～１５．０ ０．０１５

愛 媛 県 報平成１８年１２月２６日 第１８２４号
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�愛媛県告示第１８０７号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第６条第１項及び第８条第１項の規定に

基づき、次のとおり土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を

指定する。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

建築物に作用
すると想定さ
れる衝撃に関
する事項

神納
（４２５－
�－１４
８０�）

大洲市
河辺町
北平
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

神納
（４２５－
�－１４
８０�）

大洲市
河辺町
北平
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

白尾Ｂ
（４２５－
�－１４
９７�）

大洲市
河辺町
川崎
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

白尾Ｂ
（４２５－
�－１４
９７�）

大洲市
河辺町
川崎
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

神納Ａ
（４２５－
�－２７
２９�）

大洲市
河辺町
北平
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

神納Ａ
（４２５－
�－２７
２９�）

大洲市
河辺町
北平
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

用の山
（４２５－
�－２７
３０�）

大洲市
河辺町
北平
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

用の山
（４２５－
�－２７
３０�）

大洲市
河辺町
北平
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

正覚川
（４２４－
１３３１－
１）

大洲市
肱川町
中居谷
（次の
図のと
おり）

土石流 正覚川
（４２４－
１３３１－
１）

大洲市
肱川町
中居谷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

�愛媛県告示第１８０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 〃
西条市丹原町明河丙３７５番２から

同市丹原町明河丙３７０番３まで

旧 １０．５～１２．０ ０．０３４

新 １０．５～１８．８ ０．０３４

〃 〃 西条市丹原町明河６号３８５番３

旧 ７．０～７．６ ０．０１８

新 ９．５～１０．０ ０．０１８

〃 〃 西条市丹原町明河６号３８５番４

旧 ８．４～１０．８ ０．０２３

新 １０．２～２６．５ ０．０２３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 落合久万線
西条市丹原町鞍瀬庚８９９番１から

同市丹原町鞍瀬庚８９８番３まで
平成１８年１２月２６日

〃 〃 西条市丹原町明河丙１番２ 〃

〃 〃 西条市丹原町楠窪丁７０番２ 〃

〃 〃
西条市丹原町明河丙３７５番２から

同市丹原町明河丙３７０番３まで
〃

〃 〃 西条市丹原町明河６号３８５番３ 〃

〃 〃 西条市丹原町明河６号３８５番４ 〃

愛 媛 県 報平成１８年１２月２６日 第１８２４号
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正覚川
（４２４－
１３３１－
２）

大洲市
肱川町
中居谷
（次の
図のと
おり）

土石流 正覚川
（４２４－
１３３１－
２）

大洲市
肱川町
中居谷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

正覚川
（４２４－
１３３１－
３）

大洲市
肱川町
中居谷
（次の
図のと
おり）

土石流 正覚川
（４２４－
１３３１－
３）

大洲市
肱川町
中居谷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

正覚川
（４２４－
１３３１－
４）

大洲市
肱川町
中居谷
（次の
図のと
おり）

土石流 正覚川
（４２４－
１３３１－
４）

大洲市
肱川町
中居谷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

正覚川
（４２４－
１３３１－
５）

大洲市
肱川町
中居谷
（次の
図のと
おり）

土石流 正覚川
（４２４－
１３３１－
５）

大洲市
肱川町
中居谷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

正覚川
（４２４－
１３３１－
６）

大洲市
肱川町
中居谷
（次の
図のと
おり）

土石流 正覚川
（４２４－
１３３１－
６）

大洲市
肱川町
中居谷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

篠谷川
（４２４－
１３３６）

大洲市
肱川町
山鳥坂
（次の
図のと
おり）

土石流 篠谷川
（４２４－
１３３６）

大洲市
肱川町
山鳥坂
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

藤之原
川（４２
４－１３４
４）

大洲市
肱川町
予子林
（次の
図のと
おり）

土石流 藤之原
川（４２
４－１３４
４）

大洲市
肱川町
予子林
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

ヒソ川
（４２４－
１３４５－
１）

大洲市
肱川町
中津
（次の
図のと
おり）

土石流 ヒソ川
（４２４－
１３４５－
１）

大洲市
肱川町
中津
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

ヒソ川
（４２４－
１３４５－
２）

大洲市
肱川町
中津
（次の
図のと
おり）

土石流 ヒソ川
（４２４－
１３４５－
２）

大洲市
肱川町
中津
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

中津川
（４２４－
１３４６－
１）

大洲市
肱川町
中津
（次の
図のと
おり）

土石流 中津川
（４２４－
１３４６－
１）

大洲市
肱川町
中津
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

中津川
（４２４－
１３４６－
２）

大洲市
肱川町
中津
（次の
図のと
おり）

土石流 中津川
（４２４－
１３４６－
２）

大洲市
肱川町
中津
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

中津川
（４２４－
１３４６－
３）

大洲市
肱川町
中津
（次の
図のと
おり）

土石流 中津川
（４２４－
１３４６－
３）

大洲市
肱川町
中津
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

高野川
（４２４－
１３４７－
１）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 高野川
（４２４－
１３４７－
１）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

高野川
（４２４－
１３４７－
２）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 高野川
（４２４－
１３４７－
２）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

高野川
（４２４－
１３４７－
３）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 高野川
（４２４－
１３４７－
３）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

高野川
（４２４－
１３４７－
４）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 高野川
（４２４－
１３４７－
４）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

高野川
（４２４－
１３４７－
５）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 高野川
（４２４－
１３４７－
５）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

高野川
（４２４－
１３４７－
６）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 高野川
（４２４－
１３４７－
６）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

折尾川
（４２４－
１３４９）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 折尾川
（４２４－
１３４９）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

閑道谷
川（４２
４－１３５
１）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 閑道谷
川（４２
４－１３５
１）

大洲市
肱川町
大谷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

野仁山
川（４２
４－１３５
５）

大洲市
肱川町
宇和川
（次の
図のと
おり）

土石流 野仁山
川（４２
４－１３５
５）

大洲市
肱川町
宇和川
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

ノマン
谷（４２
５－１３６
０）

大洲市
河辺町
川崎
（次の
図のと
おり）

土石流 ノマン
谷（４２
５－１３６
０）

大洲市
河辺町
川崎
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

大旗西
川（４２
５－１３８
１）

大洲市
河辺町
北平
（次の
図のと
おり）

土石流 大旗西
川（４２
５－１３８
１）

大洲市
河辺町
北平
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

大洲土木事務所及び大洲市に備えて一般の縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第１８０８号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第６条第１項及び第８条第１項の規定に

基づき、次のとおり土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を

指定する。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

建築物に作用
すると想定さ
れる衝撃に関
する事項

黒島Ｂ
（２０５－
�－７９
�）

新居浜
市黒島
二丁目
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

黒島Ｂ
（２０５－
�－７９
�）

新居浜
市黒島
二丁目
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

愛 媛 県 報平成１８年１２月２６日 第１８２４号
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垣生Ａ
（２０５－
�－８６
�）

新居浜
市垣生
三丁目
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

垣生Ａ
（２０５－
�－８６
�）

新居浜
市垣生
三丁目
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

垣生Ｂ
（２０５－
�－８７
�）

新居浜
市垣生
三丁目
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

垣生Ｂ
（２０５－
�－８７
�）

新居浜
市垣生
三丁目
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

東田
（２０５－
�－８９
�）

新居浜
市東田
三丁目
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

東田
（２０５－
�－８９
�）

新居浜
市東田
三丁目
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

光明寺
Ｂ（２０
５－�
－９１
�）

新居浜
市光明
寺一丁
目（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

光明寺
Ｂ（２０
５－�
－９１
�）

新居浜
市光明
寺一丁
目（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

光明寺
Ｃ（２０
５－�
－９２
�）

新居浜
市光明
寺一丁
目（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

光明寺
Ｃ（２０
５－�
－９２
�）

新居浜
市光明
寺一丁
目（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

滝の宮
（２０５－
�－１２
１�）

新居浜
市滝の
宮町
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

滝の宮
（２０５－
�－１２
１�）

新居浜
市滝の
宮町
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

西の土
居Ａ
（２０５－
�－１２
２�）

新居浜
市西の
土居町
二丁目
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

西の土
居Ａ
（２０５－
�－１２
２�）

新居浜
市西の
土居町
二丁目
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

西の土
居Ｂ
（２０５－
�－１２
３�）

新居浜
市西の
土居町
二丁目
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

西の土
居Ｂ
（２０５－
�－１２
３�）

新居浜
市西の
土居町
二丁目
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

星越Ａ
（２０５－
�－１２
４�）

新居浜
市星越
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

星越Ａ
（２０５－
�－１２
４�）

新居浜
市星越
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

星越Ｃ
（２０５－
�－１２
６�）

新居浜
市星越
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

星越Ｃ
（２０５－
�－１２
６�）

新居浜
市星越
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

星越Ｄ
（２０５－
�－１２
７�）

新居浜
市星越
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

星越Ｄ
（２０５－
�－１２
７�）

新居浜
市星越
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

星越Ｆ
（２０５－
�－１２
９�）

新居浜
市星越
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

星越Ｆ
（２０５－
�－１２
９�）

新居浜
市星越
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

星越Ｇ
（２０５－
�－２５
５０�）

新居浜
市星越
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

星越Ｇ
（２０５－
�－２５
５０�）

新居浜
市星越
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

王子Ａ
（２０５－
�－２６
４９�）

新居浜
市王子
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

王子Ａ
（２０５－
�－２６
４９�）

新居浜
市王子
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

王子Ｂ
（２０５－
�－２６
５０�）

新居浜
市王子
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

王子Ｂ
（２０５－
�－２６
５０�）

新居浜
市王子
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

滝の宮
（２０５－
�－１３
�）

新居浜
市滝の
宮町
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

滝の宮
（２０５－
�－１３
�）

新居浜
市滝の
宮町
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

上野川
（２０５－
１００１）

新居浜
市大島
（次の
図のと
おり）

土石流 上野川
（２０５－
１００１）

新居浜
市大島
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

奥之谷
川（２０
５－１００
２）

新居浜
市大島
（次の
図のと
おり）

土石流 奥之谷
川（２０
５－１００
２）

新居浜
市大島
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

明神谷
川（２０
５－１００
４）

新居浜
市大島
（次の
図のと
おり）

土石流 明神谷
川（２０
５－１００
４）

新居浜
市大島
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

宮之谷
川（２０
５－１００
５）

新居浜
市大島
（次の
図のと
おり）

土石流 宮之谷
川（２０
５－１００
５）

新居浜
市大島
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

西御茶
屋谷川
（２０５－
１０７３）

新居浜
市西の
土居町
二丁目
（次の
図のと
おり）

土石流 西御茶
屋谷川
（２０５－
１０７３）

新居浜
市西の
土居町
二丁目
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

西条地方局建設部及び新居浜市に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１８０９号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第６条第１項の規定に基づき、次のとお

り土砂災害警戒区域を指定する。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土砂災害警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

御茶屋
谷川
（２０５－
１０７２）

新居浜
市西の
土居町
二丁目
（次の
図のと
おり）

土石流

中山田
川（２０
５－１０７
６）

新居浜
市星越
町（次
の図の
とお
り）

土石流

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

西条地方局建設部及び新居浜市に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１８１０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条第６項において準用

愛 媛 県 報平成１８年１２月２６日 第１８２４号

１０７３



公 告

する同条第１項の規定に基づき、次のように都市計画区域を変更す

る。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画区域の名称

四国中央都市計画区域

（伊予三島都市計画区域、川之江都市計画区域及び土居都市計画

区域を一の都市計画区域とし、四国中央都市計画区域とする。）

２ 都市計画区域を変更する土地の区域

� 新たに都市計画区域に含まれる土地の区域

なし

� 都市計画区域から除外される土地の区域

なし

�������
�愛媛県告示第１８１１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１８条第１項の規定に基づ

き、次の都市計画を決定した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

四国中央都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

２ 都市計画を定める土地の区域

四国中央都市計画区域

�������
�愛媛県告示第１８１２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

都市計画の種類及び名称

�������
�愛媛県告示第１８１３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

都市計画の種類及び名称

�������
�愛媛県告示第１８１４号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

四国中央市妻鳥町字森實１５３４番５、１５３６番１、１５４３番１、１５４４

番２及び１５４９番

２ 申請人の住所氏名

四国中央市妻鳥町２７８８番地

株式会社コスモス 代表取締役 篠原 一志

３ 図面省略

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

川之江都市計画区域
川之江臨港地区

変 更 前 変 更 後

伊予三島都市計画区域
伊予三島臨港地区

四国中央都市計画区域
三島川之江臨港地区

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年１２月１４日
特定非営利活動法人
アクティブボランティアセンタ
ー阿蔵の森

岡 西 利 雄 大洲市阿蔵甲１９６１番地１
この法人は、高齢者や障害者に対して多様な支
援活動を展開するとともに、利用者の個性を大
切にした訪問介護・グループホーム等の在宅介
護事業を行う。又、地域環境の保全及び浄化活
動に取り組み、住民が安心して暮らせる環境及
び地域社会の実現に寄与することを目的とする。

変 更 前 変 更 後

川之江都市計画公園
５・５・１城山公園

四国中央都市計画公園
５・５・１城山公園

伊予三島都市計画公園
第４号三島公園

四国中央都市計画公園
５・５・２三島公園

伊予三島都市計画公園
第５号伊予三島運動公園

四国中央都市計画公園
６・５・１伊予三島運動公園

愛 媛 県 報平成１８年１２月２６日 第１８２４号

１０７４



�公 告

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画について

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号）

第４条第７項の規定に基づき、海洋生物資源の保存及び管理に関す

る愛媛県計画（平成１７年１２月２７日付け公告）を次のとおり変更した。

平成１８年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画

１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する方針

県は、海洋生物資源の保存及び管理の一層の推進を図るため、

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号。

以下「法」という。）第３条第１項に規定する基本計画において

定められた第１種特定海洋生物資源ごとの本県における漁獲可能

量（以下「知事管理量」という。）及び第２種特定海洋生物資源

の本県の漁業者に係る漁獲努力可能量（以下「知事管理努力量」

という。）の管理に関し、次のとおり必要な措置を講じることと

する。

� 必要に応じて漁業者等の指導、採捕の数量又は漁獲努力量の

公表その他の知事管理量及び知事管理努力量の管理の実効性を

担保するための措置を講じるため、本県における第１種特定海

洋生物資源の採捕実績（他県からの入漁者の採捕実績を含む。）

及び本県の漁業者に係る第２種特定海洋生物資源の操業実績の

的確な把握に努める。

� 海洋生物資源の分布、回遊状況及び内容、当該資源を取り巻

く環境等についてのより詳細な科学的データ及び知見を蓄積す

るため、水産試験場を中心とし、国又は関係都道府県との連携

の下、資源調査体制の充実強化を図る。

また、引き続き従来からの資源管理型漁業を推進するほか、

法第１３条第２項に規定する協定に係る制度（以下「協定制度」

という。）の活用等により、漁業者等による自主的な資源管理

を推進することとする。

なお、本県における海洋生物資源の保存及び管理の推進に当

たっては、他県からの入漁者の採捕実績に対し妥当な配慮を払

うものとする。

２ 知事管理量に関する事項

平成１８年及び平成１９年の知事管理量は、次表のとおりである。

第１種特定
海洋生物資
源

知 事 管 理 量

平成１８年１月
から１２月まで

平成１８年７月
から平成１９年
６月まで

平成１９年１月
から１２月まで

平成１９年７月
から平成２０年
６月まで

まあじ ８，０００トン ６，０００トン

まいわし 若 干 若 干

まさば及び
ごまさば

若 干 若 干

３ 知事管理量の採捕の種類別の数量に関する事項

平成１８年及び平成１９年の知事管理量の採捕の種類別に定める数

量は、次表のとおりとする。

また、資源に対する漁獲圧力が無視できるほど小さいと認めら

れる漁業種類については、数量を明示しないこととした。

第１種特定海洋

生物資源
採捕の種類

数 量

平成１８年１月
から１２月まで

平成１９年１月
から１２月まで

まあじ
中型まき網漁業
及び小型まき網
漁業

５，６００トン ４，２００トン

４ 知事管理量（まあじにあっては、採捕の種類別の数量）に関し

実施すべき施策に関する事項

� 中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、許可隻数を

現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、経済的・合

理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推進するため、

協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、採捕数量の報告を

義務付けることとする。

� まあじの採捕を目的とする一本釣り漁業及び遊漁については、

その実態の把握に努め、数量管理の在り方について検討するこ

ととする。

� まいわし並びにまさば及びごまさばについては、現状以上に

漁獲努力量を増加させることがないように努めるとともに、漁

獲数量が前年の漁獲実績程度となるように努めることとする。

５ 知事管理努力量に関する事項

平成１８年及び平成１９年の知事管理努力量は、次表のとおりであ

る。

第２
種特
定海
洋生
物資
源

採捕
の種
類

知 事 管 理 努 力 量

瀬戸内海 瀬戸内海 宇和海 宇和海

平成１８
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成１８
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成１９
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成１９
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成１８
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

平成１９
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

さわ
ら

さわ
ら流
し網
漁業

１６，６６０隻
日

５，８８０隻
日

１６，５９０隻
日

５，８８０隻
日

７，４９０隻
日

７，４９０隻
日

６ 知事管理努力量の採捕の種類別及び海域別の数量に関する事項

平成１８年及び平成１９年の知事管理努力量の採捕の種類別及び海

域別に定める数量は、次表のとおりとする。

第２種
特定海
洋生物
資源

採捕の
種類 海 域 期 間 漁獲努力量

さわら

流し網漁
業のう
ち、さわ
ら流し網
漁業及び
さごし、
めじか流
し網漁業

さわら瀬戸内
海系群資源回
復計画に規定
する燧灘及び
安芸灘

平成１８年４月１日
から６月３０日まで

１６，６６０隻日

平成１９年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

さわら瀬戸内
海系群資源回
復計画に規定
する伊予灘

平成１８年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

平成１９年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

さわら瀬戸内
海系群資源回
復計画に規定
する宇和海

平成１８年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

平成１９年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日
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任 免 辞 令

７ 知事管理努力量に関し実施すべき施策に関する事項

� 瀬戸内海のさわらの資源の回復を図るため国が策定したさわ

ら瀬戸内海系群資源回復計画の着実な実施を推進するとともに、

漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６８条第１項の規定に基づく

瀬戸内海広域漁業調整委員会の指示による操業制限等が遵守さ

れるように努めることとする。

� さわら流し網漁業及びさごし、めじか流し網漁業については、

許可隻数を現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、

経済的・合理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推

進するため、協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、操業海域ごとにそ

れぞれ４月１日から６月３０日までの間、９月１日から１１月３０日

までの間及び１０月１日から１２月３１日までの間における操業実績

の報告を義務付けることとする。

８ その他海洋生物資源の保存及び管理に関する重要事項

� 海洋生物資源の保存及び管理をより一層推進するためには、

より詳細かつ正確な資源状況の把握が必要であることから、漁

獲情報を的確に把握するとともに、資源に関する調査研究の充

実強化を更に進めることとする。

� 海洋生物資源の保存及び管理を推進するため、小型魚や産卵

親魚の保護等に向けた取組を進めることとする。

�任免辞令
１１月１７日

愛媛県事務吏員 高 松 定 一

死亡

１１月３０日

愛媛県事務吏員 中 川 泰 雄

願により本職を免ずる

平成１８年１２月２６日 発行
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